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　　4.結語
　　1.序
　植民地時代のアメリカにおけるタバコ生産は，外国の需要を満足するこ
とを目指していたが，19世紀末までに，アメリカの国内市場は自国のタバ
コ生産の最大の消費者となった。小規模の独立した製造業者は，Ｊ・Ｂ・
デュークが1890年にアメリカン・タバコ・トラストとして知られるものに
統合するまで，タバコ製品の原始的企業として貢献した。アメリカン・タ
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バコ・トラストは，デュークが生産コストを半減し，業務範囲を大いに拡
大した新しく開発されたシガレット巻上げ機械の排他的権利を確保した時
に可能となった1）。
　アメリカン・タバコ・トラストは国内市場の85－95％のシェアを支配し
ていたが，1911年に取引を制約する独占企業としてシャーマン反トラスト
法違反で解体された。　トラストの解体によって16の小規模なタバコ生産会
社が形成され，この中から，本稿の焦点となる現在のビッグ・シックスの
殆どが出現し，ビッグ・シックスの各社は，単一の支配的なシガレット・
ブランドの強みによって誕生したのである。
　まず1913年にＲ・Ｊ・レイノルズ社が国内で最初のシガレット・ブラン
ドである「キャメル」（ノンフィルター）を導入し，今日でもそれは市場に
残っている。「キャメル」はまもなく国内市場の35％を占め，リゲット＆
マイヤーズ社とアメリカン・タバコ（現アメリカン・ブランズ）社は，すぐ
にそれぞれ「チェスターフィールド」と「ラッキーストライク」を導入し
た。1925年までに，この３つのブランドは国内市場の82％を占め，他の主
要なブランドであるロリラード社の「オールドゴールド」はそれはどの人
気を得ることはできなかった。
　大恐慌期に，２つの新しい競争企業が成功裏に参入してきた。無数の会
社が国内のシガレット市場に参入しようと試みたが，ブリティッシュ・ア
メリカン・タバコ社の子会社ブラウン＆ウィリアムソン社と小規模な独立
会社フィリップ・モリス社のみが成功した。ブラウン＆ウィリアムソン社
は1929年に，革新的な償還クーポンというマーケティング戦略によって参
入し，さらに最初のフィルター付きブランドの「ヴィスロイ」や最初のメ
ンソール・シガレットである「クール」の導入で初期の成功を達成できた。
ビッグ・シックスの最終参入者であるフィリップ・モリス社は，1932年に
通常の価格より３セント高い15セントで「フィリップ・モリス」を導入
し，１セントは広告，２セントは卸業者や小売業者の関心を得るために使
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われた。それまでディーラーの利益マージンは低位に抑えられていたので，
この革新的政策による追加的刺激は「フィリップ・モリス」の配給と販売
に好ましい影響を与えた2）。
　図表１は，米国内のシガレット市場におけるビッグ・シックスのシェア
の推移（19n－79年）を示したものである。 1979年末にＲ・Ｊ・レイノル
ズ社は国内市場の32.7％，フィリップ・モリス社は29.0％，ブラウン＆ウ
ィリアムソン社は14.5％，アメリカン・ブランズ社11.5％，ロリラード社
（1968年11月にローズ・シアターズ社の完全所有子会社となる)9.6%,リゲット
＆マイヤーズ社2.7%,以上の６社で全米シガレット売上の100％を占め，
国内市場において他の競争者による挑戦を受けることはなかった。上位６
　　　　図表1　米国内のシガレット市場におけるビッグ・シックスの
　　　　　　　　シェア推移（1911－79年）
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社間の価格競争は一般に行われず，それに代って産業内の競争会社は広告
や製品革新に重点を置いていた。 1920年以後，価格競争はＲ・Ｊ・レイノ
ルズ社やアメリカン・タバコ社が主導権を握る全米シガレット産業におけ
る「プライス・リーダーシップ」に代替されていたのである。
　しかし，このビッグ・シックスによるシガレット産業の寡占体制の内実
は，1950－75年の25年間に大きく変化した。 1950年代および60年代に吹荒
れた「喫煙と健康論争」との関連で，ビッグ・シックスはブランドと広告
で販売を促進できたよき時代が終わったことを悟った。シガレットの売上
伸び率は小さくなり，各シガレット会社は利益を求めて新しい分野に目を
向け始めた。 1960年代にはアメリカ企業全般が経営を「多角化」する傾向
の中で，シガレット会社は，国内で「製品革新と市場細分化」による激し
い販売競争を続けている時ですら，それぞれの積極性，運・不運，技術力
の程度の違いなどに応じて，新しく企業および製品を買収するためにかな
りの資産を費やした。またいくつかの企業は，初めはヨーロッパで，そし
てその後は第三世界の発展途上国でというように，「海外市場」でのシガ
レット販売に力を傾注している3）。
　このような制度的環境における激変とそれに続く反シガレット立法の出
現は，当該産業の基本的戦略に脅威を与え，それはビッグ・シックスの間
における経営的不確実性と戦略的な組織適応競争の原因となった。本稿の
課題は，まずシガレット産業が経験した否定的な外部環境の進展状況を明
らかにし，次いで，各企業がそれに対応して展開した戦略的適応行動を記
述し，評価することにある。
　　2.喫煙と健康論争の進展と反シガレット立法の制定
　（１）　アメリカにおける反タバコ運動の台頭
　タバコ文化発祥の地であり，葉タバコの栽培で植民地の最初の基礎を築
いた北米において，タバコは当初から心ある人々の非難にさらされてきた。
　　　　　　　　　　　　　　　― 66 ―
希望に燃えて新世界に渡った初期の清教徒たちは，間もなくタバコの使用
を抑制しようとする試みに取組み始めた。 1634年，北部ニューイングラン
ドのマサチューセッツ議会は，公衆の面前でタバコを摂取することや，２
人以上の者が一緒に喫煙することを禁止する法令を成立させた。 1643年に
は，植民地に新たに到着した者の前でタバコを喫煙することが禁止され，
さらにその翌年には，タバコの商品化も禁止された。しかし，こうした努
力にもかかわらず，人々がタバコになじむのを抑制することはできず，法
令は1646年に廃止された。
　コネチカット州もマサチューセッツ州にならって，1640年にタバコの使
用を抑制する法令を制定したが，やはり1646年に廃止となった。ただしコ
ネチカット州は，翌年には新しい禁止令を公布した。それによると，20歳
未満の未成年若のタバコ禁止のほか，医師の処方によるものでない限り未
経験者はタバコを使用してはならないこと，公衆の面前や畑・森で喫煙し
てはならないこと，２人以上の者が一緒に喫煙してはならないことなどが
定められていた。
　北米植民地における初期の反タバコ運動は，タバコを摂取する習慣を押
し止めることに成功せず，タバコが植民地の主要輸出品となっていくにし
たがって一時下火となった。これが再び勢いを盛り返すのは独立戦争後の
ことで，それは北部を中心に組織化された「禁酒運動」と一緒に進められ
た。アメリカ独立宣言の署名者の一人で医師のベンジャミン・ラッシュ
(BenjaminRush)が飲酒の弊害を論じた著書を発表し，1808年には禁酒協会
が結成されたが，そのラッシュは既に1798年，論文『タバコの習慣的使用
の健康・道徳・および財産に対する影響についての考察』を発表していた。
その中で彼は，タバコと飲酒の関連性を強く主張して次のように述べてい
た4）。
　　「喫煙と噛みタバコの一般的な影響の１つは，喉の渇きである。この渇きは水
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　では癒すことができない。口と喉が喫煙やタバコの汁の刺激にさらされたあとで
　は，どんな鎮静剤や気の抜けた酒もまずい。当然，欲求は強い酒に向かい，こう
　した者たちが食事の間に摂取すれば，すぐに暴飲と酒びたりになっていく。私が
　知っている一人の最もひどい飲んだくれは，自分がやっていた噛みタバコの汁を
　飲み込むことによって，すっかり強い酒の味を覚えてしまった。」
　ラッシュの警告は1830年代以降の「禁酒運動」の盛り上がりとともに，
多くの社会改革運動家によって強化された。 1833年６月４日，オーリン・
ファウラー(Orin Fowler)牧師は「ラム酒を飲むことは，噛みタバコ，喫煙，
嗅ぎタバコを止めない限り，止められないだろう」と宣言した。ジョージ
・トラスク(George Trask)牧師は「タバコとアルコールは悪魔の双子の息
子だ」と述べ，ジョエル・シュー(Joel Shew)医師はタバコが原因である87
の疾病を挙げた。その第１は狂気で，振顫譫妄症（アルコール中毒患者に
認められる精神の極度に不安定な状態で，通例，手足の震え・ひどい幻覚などの症
候を伴引，癲癇，涎垂らし，痔，リューマチ，痛風，性欲倒錯（変態），
性的不能などが含まれ，87番目が癌であった5）。
　トラスク牧師らの運動にもかかわらず，南北戦争とその後の４半世紀の
間は反喫煙の風潮が再び減退したが，19世紀末からのシガレットの台頭が
これにもう一度火をつけた。 1905年８月12日の『ハーパーズ・ウィークリ
ー』は，「タバコに対するすべての敵意は，現今ではシガレットに集中し
ているようにみえる」と述べている。そうなった理由には，シガレットが
新奇で手軽なため，女性や未成年老も手を出すようになったことが，良識
ある人々の顰蹙を買ったという面があった。そうした人々がシガレットを
忌み嫌って「棺桶の釘」(coffine nails)とか「小さな白人奴隷売買業者」(lit-
tiewhiteslavers)とか呼んだことから，これらはシガレットの俗称にさえな
った。
　反シガレット・キャンペーンに重要な役割を果たしたのは，もともと
「婦人キリスト教禁酒同盟」(Women's ChristianTemperance Union. 1874年結
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成）に関係していたルーシー・ペイジ・ガストン（Ｌｕsy Page Gaston)であ
った。彼女は，シカゴを拠点に活発な運動を展開し，子供たちによる反シ
ガレット部隊を編成し，街頭をパレードさせ，市参事会や州議会にシガレ
ット禁煙令を制定するよう強力に働きかけた。この運動に聖職者や教育者
が賛同したが，特にメソジスト派とクェーカー派が熱心で，タバコ産地の
クェーカー教徒も1914年には，北部教徒が1880年に定めた「喫煙者は入会
させない」という規約を受入れた6）。
　こうした社会改革運動家たちの活動が好を奏して，20世紀初頭までには
シガレットの製造・販売・広告・使用を禁止する法令が14州で通過してい
た。例えば，テネシー州では1897年，ニューハンプシャー州では1901年，
イリノイ州では1907年にシガレットの生産・販売・贈答を100ドル以下の
罰金または30日以下の投獄で禁止し，ニューヨーク州では女性が公衆の面
前で喫煙することを禁じていた。またテキサス州を除くすべての州が，18
歳（または21歳）以下の未成年老へのタバコ（特にシガレット）の販売を禁
止する条例を成立させていた。さらに民間企業家の間でも反喫煙運動は広
がり，例えば，世界的な発明家のトマス・エジソンは，同じく反シガレッ
ト派であった自動車王ヘンリー・フォードに次のように書き送っていた7）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1914年４月20日
　　「フォード兄
　　シガレットの有害物は，主として巻紙が燃えることによって発生します。この
　発生物質はアクロレイン(acrolein)〔ＣＨ２＝ＣＨＣＨＯ〕というものです。この物質
　は，神経中枢に強く作用し，脳細胞を退化させますが，その作用は少年ほど急激
　なのです。ほかの多くの麻酔剤と違って，この退化は，永久的で手に負えないも
　のです。私はシガレットを喫う者は雇いません。　　　　　　　敬具
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　トマス・Ａ・エジソン」
　しかし，こうした動きにもかかわらず，シガレットは大都会を中心に着
実に伸びていき，女性のシガレット喫煙者も増加の一途を辿った。そして。
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タバコからの税収は財政上欠かせなかったこともあって，諸州の禁止令も
間もなく撤廃されていき，それにつれて，横行していた密売も影を潜めた。
それでも，1926年まではカンザス，アイオワ，インディアナ，ミシシッピ
ーの諸州ではまだ反シガレット法が生きており，最後まで残っていたカン
ザス州のシガレット禁止金が廃止されたのは1927年のことであった。
　他方，禁酒法については，1851年の「メイン州法」を皮切りに州法レべ
ルでの成立が相次ぎ，1917年には「全国禁酒法」（連邦法）がアメリカ連邦
議会でも通過し，同法が発効するために必要な36番目の州の承認が1919年
７月には得られ，翌1920年１月から1933年12月に廃止されるまで14年間，
禁酒法は生き続けたのである。それに比べれば反シガレット運動や禁煙法
の制定は遅々たるもので，「禁煙運動」はやはり「禁酒運動の頼りない妹」
と見られていたと言えよう8）。
　（2）喫煙と健康論争の出現と（スローン・ケタリング・レポートム1953
年）
　ビッグ・シックスの現状において最も重要な問題は，喫煙と健康論争の
出現とその展開であるが，その圧力が制度的環境に及び始めるのは，喫煙
と健康破壊を結びつけた1950年代初頭の化学的調査の結果の広範な公表以
後のことになる。米国シガレット産業における1950－74年の制度的環境の
重要な出来事は，図表２に示すとおりであり，このうち「スローン・ケタ
リング・レポート」，「衛生局長レポート」，「放送広告禁止」の以上３つが
特に重要である9）。
　喫煙と健康を結びつけた最初の化学的論文は1906年に遡る。その後，ご
く僅かな雑誌論文が1930年以後の20年間に毎年見られたが（図表３参照），
しかし一般大衆や特にビッグ・シックスは，これらの雑誌論文で指摘され
た問題に無関心であった。
　これらの問題が深刻に受け止められた最初は，1953年にスローン・ケタ
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図表２　米国シガレット産業における制度的環境の重要な出来事（1950ｰ74年）
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図表３　喫煙と健康問題に関する公表論文数の推移(19３0一55年）
リング研究所(Sloan-KetteringInstitute)の調査員が，シガレットの煙から採
った「タール」をマウスの背中に塗ると癌が誘発されたと発表した時（「ス
ローン・ケタリング・レポート」）で，タバコ産業は喫煙と健康の脅威を知り，
それに対抗する種々の適応戦略を迫られた。その後も，肺癌患者の喫煙慣
習を指摘したり，医療機関が喫煙の危険をより深刻に捉え始めたため，雑
誌『リーダーズ・ダイジェスト』の主要記事が喫煙と健康問題を取上げた
1954年７月までに，合計100を超える化学的ないし一般的な雑誌論文が公
表されることになった（図表3）lo）。
　懸念されたように，この論争の進展によってシガレット消費量の成長は
止った。図表４は，1900－70年における米国一人当たりのシガレット消費
量（海外の軍人を含む18歳以上の人口で喫煙された20本入りのシガレットの箱の
数を割ったもの）の推移，図表５はそれをグラフ化したものである。 1910
年から50年の「健康の恐怖」まではシガレットは成長産業で，その消費量
は年平均9.5%の割で確実に成長していた。しかし1950年代は，２年連続
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図表４　米国１人当りのシガレット消費量(1900－70年）
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図表５　米国１人当たりのシガレット消費量（1900一70年）
して消費が低下した1953年と54年を含めると，成長率は年平均3.5%に低
下した。 1960年代になるとシガレット消費量はさらに低下し，人口増加率
より小さい年平均1.5%となり，シガレット産業は明らかに新しい段階－
一成熟期-に入ったのである１１）。
　図表６は，1950－75年における一人当たりのシガレット消費量および総
消費量の推移をより詳細に示したものである。それに見るように，1953年
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初め，大恐慌以来シガレット消費の初めての２年間の低下が起こったが，
しかし1955年までに消費パターンは再び増加し，1964年の「衛生局長レポ
ート」の発表まで継続して成長した。それ以後一人当たりのシガレット消
費量は低下し，次いで1975年までは横這いで，アメリカにおけるヤング・
アダルトの喫煙人口の増加が総国内消費を引上げた。人口の増加は総消費
量を一貫して増加させたが，喫煙人口の各主要年代における割合は1964年
以降低下した。さらに「公衆衛生局」(Public HealthService)や「全米癌協
会」(AmericanCancer Society)の調査によると，10人の喫煙者のうち９人が
喫煙を止めようと努力したという。最後に，米国における出生率の低下が
シガレット総消費カーブの低下に影響を与えた。要するに，シガレット消
費者は喫煙と健康の論争に強い関心を示し，喫煙者は低率で上昇しつつあ
った一般人口の僅かな割合を占めるにすぎなくなったということである12）。
　（3）衛生局長諮問委員会の結成と「衛生局長レポート」（1964年）
　喫煙と健康の論争に対して，合衆国の政治的風潮はあまり積極的でなか
った。タバコは国民の歴史的遺産の基礎であり，また経済の基盤であっ
て，1960年代当時，南部18州の50万人近いタバコ栽培者がそれによって生
活しており，ＧＮＰの約570億ドルに貢献し，年間140億ドル以上の連邦
税，70億ドルの州税および地方税を生み出していたからである13）。
　1961年に，南部票のおかげで紙一重の差で大統領選挙に勝利したジョン
・Ｆ・ケネディ（ＪｏｈｎＦ.Kennedy)は，タバコについての論争をあまり好ま
なかった。しかし，「全米癌協会」を始めとして「全米肺協会」，「全米心
臓協会」を含む医学会は，総力をあげて研究の準備をするよう大統領に圧
力をかけた。そのため翌1962年，ケネディ大統領は公衆衛生局長ルーサー
・テリー(Luther Terry)博士に対し，禁煙と健康に関する「衛生局長諮問
委員会」(Surgeon General'sAdvisoryCommittee)を作るように指示した。こ
の諮問委員会は，18ヵ月以上にわたって7,000以上に及ぶ研究論文を点検
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し，疫学調査，動物実験，臨床的研究などの再検討を行った。そして1964
年１月に，「衛生局長レポート」(Surgeon General's Report)として知られる
委員会報告が公表されたが，その主たる内容は以下のとおりであった14）。
　　　「男性の肺癌と喫煙は因果関係がある。喫煙の影響の大きさは，他のすべての
　要因をはるかに凌駕している。女性に関するデータは，男性ほどではないにして
　も同じ方向にある。肺癌発生の危険は，喫煙期間および１日の喫煙本数とともに
　高くなり，喫煙をやめることによって低下する。タバコの喫煙は男性の喉頭癌を
　起こす顕著な原因である。……合衆国では，タバコが慢性気管支炎の原因のうち
　の最も重要なものであり，慢性気管支炎による死亡のリスクを高めている。……
　男性のタバコ喫煙者は，非喫煙者に比べて冠動脈心疾患死亡率が高いが，関連す
　る因果論的な意義についてははっきりしない。……いずれにしても喫煙は健康を
　犯す非常に重大な危険物であり，米国でしかるべき改善行動を推進するに値す
　る。」
　　「全米癌協会」によると，「このレポートは衝撃を与えた。直ちに大衆
の反応があり，シガレットの売上は短期間であるが急速に低下した。」と
いうことであり，シガレット産業への投資は大きく阻止された。事実，こ
の期間の当該産業への最初の衝撃は，一般的なアメリカ産業の趨勢に比較
して，４つの独立系シガレット会社の株価を大きく低下させる結果となっ
た（図表７参照）。この低下は，タバコ産業の将来の繁栄について投資家の
不確実性を反映しており，ビッグ・シックスに対するこの出来事の影響は，
ロリラード社の1964年の年次報告書における次の記述に示されている15）。
　　　「1964年は，ロリラード社205年の歴史において多分最も当惑した年であった。
　１月に喫煙と健康に関する米国衛生局長に対する諮問委員会のレポート提出で始
　まり，それは，消費者の混乱，議会や政府の公聴会，シガレット広告の制限，反
　シガレット・キャンペーンの１年となり，シガレットの売上は，最初の６ヵ月に
　大きな影響を受けて激しく低下した。」
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図表７　シガレット会社の株価推移(1950-65年）
　1964年レポートはいくぶん暫定的なものであったが，1967年の「衛生局
長レポート」は，「喫煙問題は肺癌の主要な原因として圧倒的なものにな
りつつある。……研究結果は，タバコ喫煙が冠動脈心疾患による死亡の原
因となり得ることを強く示唆している」とかなり断定的となった。このた
め，レポートはさらに政府の規制活動，立法，調査の動きにも刺激を与え，
直ちに議会立法が検討され，多くの公聴会が開かれた。公衆衛生局，退役
軍人局，国防省がかれらの病院におけるシガレットの自由な配給を中止し，
ＦＴＣ（連邦取引委員会）とＦＣＣ（連邦通信委員会）が，シガレットの販
売と広告に取引規制を発表する前に公聴会を開催した。「全米癌協会」の
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ほか，アメリカ医療団体，いくつかの大学医療研究所，そして他の連邦機
関がタバコの健康に関する化学的な調査を一段と強化し，1974年６月まで
に，喫煙と健康に関する13の連邦訴訟が提起された。かつて温和な環境で
問題のない高収益のタバコ事業分野が，今では騒々しい相互に連絡を取合
う複雑な産業分野となったのである16）。
　（4）連邦取引委員会（ＦＴＣ）の規制と放送広告の禁止（1970年）
　FTC (FederalTrade Commission.連邦取引委員会）が1955年に提案した第
１回広告指針の設定は，タバコ慣習からの積極的な肉体的影響の存在また
は欠如に関係することを，シガレットの広告またはラべルに表示すること
を禁止することであった。しかし，1950年代後半から60年代初頭にかけて，
シガレット広告を規制することはなにも行われなかった。 ＦＴＣが「喫煙
は治療的な訴訟を警告するために米国における非常に重要な健康有害物で
ある」ことを言明した記事を発表したのは，1964年の「衛生局長レポー
ト」に続く同年１月11日のことであった。
　ＦＴＣは次いで1965年に，いわゆる「ＦＴＣ広告コード」(Trade Regura-
tionRules on CigaretteLabalingand Advertising)を通過させ，シガレットのラ
べルや広告に関する取引規制として次の諸規則を定めた。すなわち，1.
健康警告がすべてのシガレット箱の上に提示することを要求すること，2.
シガレット広告は25才以下の若者を対象としないこと，3.シガレット広
告を学校や大学でやらないこと，4.目立った運動選手やスターをシガレ
ット・ブランドの広告に使わないこと，5.激しい広告活動を控えること，
6.ノンフィルターやシガレット製品は健康に有益でないことを表明する
こと等である。かくして1967年までに，シガレットに含まれるタールやニ
コチン量の産業規模の検査が始まり，反喫煙の年次報告や立法勧告がFT
Ｃによって議会に定期的に提示されることになった１７）。
　ＦＴＣに続いてさらにFCC (FederalCommunicationsCommission.連邦通
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信委員会）が，1967年までに喫煙と健康の論争に予想外にかつ挑発的に参
入し，テレビやラジオのシガレットの広告放送にいわゆる「公正教書」
（“FairnessDoctrine”）を導入した。「公正教書」はフーバー政権下で始まり，
それは「放送業者に公共電波で個人攻撃にさらされる人に同時間を与える
ことを義務づけ，放送業者は１つの見解のみを提示することによって大衆
の信頼を悪用してはならない」というものである。この原理に基づき，Ｆ
ＣＣが1967年にシガレット製品のラジオとテレビ広告に「同時同規制」
(Equal-time Ruling. 放送媒体において反喫煙広告も同時間必要とする規則）を設
定したが，これはアメリカ消費財の歴史において先例がなく，その合憲性
が1969年に放送者によって挑戦を受けたが（タバコ会社は反喫煙広告を義務
付けられるために有効な広告時間を失うと主張），最高裁でそれは認可され
た18）。
　放送業者はその後，反喫煙のメッセージのために放送時間のかなりの時
間を割当てることを法律によって要求され，大衆に彼らのメッセージを伝
えることのできる反喫煙団体にとっては大きな勝利であった。それに応じ
てＦＴＣも1969年，視聴者が4.4回のシガレット広告ごとに１回の反喫煙
コマーシャルにさらされることを議会に提案した。ビッグ・シックスにと
って，「公正教書」の開始とともに1967年に始まった人口１人当たりのタ
バコ消費量の急激な低下は，論争へのＦＣＣの参入がタバコ産業の合法性
に大きな即効的な脅威を与えたことを意味した。ビッグ・シックスがこの
趨勢に対抗してタバコ製品の広告を増やすと，放送業者が反喫煙団体に割
当てる時間はさらに多くなった。
　ＦＴＣは，すべてのタバコ広告が放送メディアから禁止されるために２
年間圧力をかけた後，最終的に1970年に「公衆衛生喫煙法」(Public Health
CigaretteSmoking Ａｃt）を通過するために議会を説得した。この法律は，ラ
ジオとテレビからタバコ広告を全面禁止し，タバコ・パッケージに警告表
示をより強制することになった。これもタバコ産業の挑戦を受けたが，こ
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の法律は1972年に最高裁で認可され，1970年立法の結果として，タバコ産
業はすべての広告にタールとニコチン量を自発的に公表し，すべての広告
に健康警告を表示することに同意した。Ｒ・Ｊ・レイノルズ社が1970年に
全国的テレビで「ウィンチェスター小型葉巻」の広告を開始したが, FT
Ｃによって提案された1973年の「小型葉巻法」(Litte Cigar Act)は，シガレ
ットと同様の広告規定に従うことを要求した19）。
　その後，議会で審議中の他の連邦法案としては，次の規定を含んでいた。
すなわち1.タバコの煙に含まれるタール，ニコチン，その他の有害物質
の最大限の許容水準を確立すること，2.肺癌調査を支援するためにシガ
レットに対する追加税（1,000本当たり２ドル50セント）を取り立てること，3.
タールやニコチンの量に基づいてシガレットに追加悦を再徴収すること，
4.喫煙による健康を害するものとして，心臓血栓，慢性気管支炎，肺気
腫,その他の病気の特定の記述を含んだ警告表示を強化すること，5.連邦
機関の閉鎖された区域での喫煙を禁止し，他の地区で喫煙者を非喫煙者か
ら隔離すること等である2o）。
　以上のような喫煙と健康に開する論争と規制の高まりとともに，1970年
代のかなり早い時期から，タバコ会社にとっては特に面倒で脅威となるも
う１つの別の要因が浮び上がってきた。これが「環境タバコ喫煙」(Environ-
mental Tabacco Smoke.)あるいは「受動喫煙」(Passive-Smoking)の問題であ
る。つまり周囲の人々から出されるタバコの煙を非喫煙者が吸込み，結果
として非喫煙者の健康に深刻な危険をもたらすという問題である。多くの
調査が喫煙者の健康に対する喫煙の影響についてなされたが，タバコの煙
を吸う非喫煙者の健康に対する影響については調査が少なかった。しかし
公衆衛生局長は1972年，非喫煙者に対してなされた1957年以来の調査を公
表し，次のように要約した21）。
　　「非喫煙者がタバコの煙にさらされるとアレルギー症状が悪化するかもしれな
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　い。煙が充満した部屋の一酸化炭素は，慢性の肺疾患や心疾患を持った人達の健
　康を害するかもしれない。タバコの煙は何百という化学物を含んでおり，その化
　学物の中のいくつかは発癌物質，腫瘍イニシエーターおよび腫瘍プロモーターと
　して働くことが示されている。」
　これは，「受動喫煙」の危険を指摘した最初の調査報告ではないが,1972
年レポート以後，1974年までに非喫煙者の権利に関する法令が27州におい
て通過し，翌1975年の最初の10ヵ月に48州で禁煙とタバコ製品を禁じる
423の規定をもたらす結果となった。禁煙に関する最初の連邦規制は，既
に1970年３月に通過しており，連邦航空局(Federal Aviation Administration)
は飛行機に喫煙席と禁煙席の分離を要求する最初の手を打った。そして
1971年４月に，ユナイテッド・エアラインが飛行機に禁煙席を設けた最初
となった。また同年の後半，ＩＣＣ（州際商業委員会）は州間バスの後部
５列を喫煙席とし，1973年にはアリゾナ州が，エレべーター，劇場，図書
館，博物館，美術館，バスでの喫煙を禁じた包括的法律を通過した最初の
州となり，かくして「禁煙権」は次第に通常のこととなっていったのであ
る22）。
　　3.シガレット産業における環境変化と企業の戦略的組織適応
　（1）製品革新と市場細分化
①　シガレット産業における製品革新と市場細分化の概要
　　「喫煙と健康論争」という制度的環境の変化の下で，シガレット産業と
しての大きな成長は見込めないにしても，大変収益性の高いタバコという
伝統的事業分野において経済業績を上げるために，ビッグ・シックス各社
は，「製品革新と市場細分化」によって熾烈なシェア競争を展開すること
になった。
　図表８は，ビッグ・シックスの1950年と74年の国内シェアとランクの変
移を示したものであるが，この４半世紀における６社間の競争の激しさと
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図表８　米国シガレット産業の市場シェア配分（1950年および1974年）
図表９　国内シガレット市場に氾濫したブランド数(1950一74年）
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企業の環境適応の優劣がはっきりと表れている。 Ｒ・Ｊ・レイノルズ（Ｒ.
J. Reynolds)社（以下, R JR社と略記），フィリップ・モリス(Philip Morris)
社（ＰＭ社），ブラウン＆ウィリアムソン(Brown & Williamson)社（Ｂ＆Ｗ社）
の成功と，特にアメリカン・ブランズ(American Brands)社（ＡＢ社）およ
びリゲット＆マイヤーズ(Liggett & Meyers)社（Ｌ＆Ｍ社）の失敗，ロリラ
ード(Lorillard)社（Ｌ社）の現状維持が顕著である23）。
　各社の主力戦略は製品革新と市場セグメントであり，この期間の製品革
新を物語るものとして，図表９に見るように，1950年には米国シガレット
市場には僅か18ブランドしかなかったものが，1974年には100ブランドも
のシガレットが市場に氾濫していた様子からもうかがえる。また図表10は，
ビッグ・シックスの各企業レベルでの製品革新の違いの様子を示したもの
であるが，特に，より安全性の高いタバコの製品革新に重点が置かれ，製
品タイプを「レギュラー・フィルターなし製品」から「フィルター製品」，
さらに「低タール低ニコチン・フィルター製品」への革新によって，激し
い市場競争が行われていったことが明らかである24）。
②　ビッグ・シックスの製品革新と市場細分化
　A. R J R社：1950年にＡＢ社と国内シガレット売上でトップを争って
いたＲＪＲ社は，喫煙と健康論争の出現するまで，製品革新には極めて消
極的であった。同社の「フィルター付シガレット」の市場投入は，ＰＭ社，
Ｂ＆Ｗ社，Ｌ社の次の位置にあり，製品革新の先頭に立つことは決してし
なかったが，競争相手の成功した革新を取入れることには迅速であった。
　「フィルター付シガレット」の国内売上シェアが1952年の１士％から1953
年の3士％に増加すると，1954年にＲＪＲ社最初のフルター付シガレット
　「ウィンストン」を発売した。この「ウィンストン」と1963年の低タール
シガレット「バンテージ」は，市場動向の分析と制度的環境のエポックに
タイミング良く合せた発売により大成功を収めた。
　またＲＪＲ社は，製品革新においても図表11のとおり，「フィルター付
　　　　　　　　　　　　　　　－84－
図表10　シガレット業界および企業レべルの製品革新(1950-74年）
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図表11　製品革新の失敗率(195(ト74年）
シガレット」の国内売上シェアが1956年の30%, 58年の46%, 59年の50％
と増加するに応じて，1950－74年の間に同社が新発売した「フィルター付
シガレット」は17ブランドにのぼり，そのうち失敗したのはたった１ブラ
ンドだけで，失敗率は他企業に比べて飛抜けて低い率となっている。かく
してシェアも，1950年の２位（27.4％）から1974年にはトップ（31.5％）に
浮上した２５）。
　B. PM社：ＰＭ社はフィルター製品のパイオニアであったし，多角化
においても外部買収を最初に展開した会社であり，タバコ製造子会社を最
初に海外に移した革新的企業であった。 ＰＭ社は米国には1919年に設立
（創業はロンドンの商人Philip Morris が手巻きの道具を用いて「ケンブリッジ」
「オックスフォード・ブルーズ」「オバルス」のような人気ブランドを発売した1847
年に遡る）されたが，アメリカン・タバコ・トラストの解体から生まれた
後継会社ではないため，アメリカのシガレット会社の中では常に「異端
児」と見倣されてきた26）。
　ＰＭ社は，1955年にフィルター付シガレット「マルボロ」を発売し，こ
れは破損防止(crush-proof)を兼ねた「フリップ・トップ・ボックス」（‘‘flip-
top”boｘ）と蓋を開けるための「赤い引き千切りテープ」(red tear一tape）の包
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装が受け，まもなく「世界一のブランド」となった。さらに低タール・シ
ガレットでも健闘し（後に1976年発売の「メリット」は低タール・シガレット
の米国内売上でトップ・ブランド），広告宣伝や流通経路戦略などにおいても
常に業界の先頭を切って革新を行い，かくして1950年にシェア４位
（11.3％）であった業績を，1974年には２位（22.5％）にまで拡大した２７）。
　C. B&W社：Ｂ＆Ｗ社の親会社ブリティッシュ・アメリカン・タバコ
(BritishAmerican Tobacco.以下，ＢＡＴ社と略記）社は，企業合同のためアメ
リカン・タバコ・トラストと英国のインペリアル・タバコ社間で1902年に
結ばれた「ＢＡＴ社はアメリカおよびイギリス以外で，両社のため唯一の
輸出機関として創業する」という協約から生まれた。 1911年に最高裁がア
メリカン・タバコ・トラストの独占を解体後，ＢＡＴ社は，それまでBA
Ｔ社の株式のう卜を保有していたアメリカの共同会社から解放され，アメ
リカのタバコ市場で何らの拘束がなくなった。 ＢＡＴ社は，当初，アメリ
カの反トラスト判決からくる大きな怒りの波を避けて米国内の急成長して
いる市場に手を出さなかったが，1927年, George Brown とRobert Wil-
liamsonという２人の商人によってソース・カロライナ州に設立されたブ
ラウン＆ウィリアムソン社（嗅ぎタバコと噛みタバコの小会社）を買収して，
アメリカ市場に参入した28）。
　Ｂ＆Ｗ社は，1940年代にメンソール製品の主要ブランドとなった「クー
ル」を発売して成功し，1950年代と60年代の「フィルター付シガレット」
大流行期に「ヴィスロイ」と「クール」を発売し，フィルターなしの主ブラ
ンド「ラレイ」を補い，上手に対応した。同社は，売行きのよいブランド
に固執し，こうしたブランドの各箱にクーポン券をつけるという効果的な
販売戦略に的を絞って売上を促進し, B&W社のシェアは，1950年の5.2%
（第６位）から1974年には17.4％（第３位）へと次第に増加していった２９）。
　Ｄ．ＡＢ社:1950年にトップ企業でシェア31.1％あったＡＢ社は，1974
年にはシェア15.7％，4位にまで転落している。この理由は，同社が「フ
　　　　　　　　　　　　　　　ー87－
ルターなしタイプの製品」（「ラッキーストライク」と「ポールモール」）の過
去の成功に固執して，フィルター製品の開発に乗り遅れたためである。実
際，1963年になっても未だＡＢ社のタバコ売上高の90％以上が「フィルタ
ーなしシガレット」であった３ｏ）。
　Ｅ．Ｌ社：Ｌ社の売上は，1950年代には「ケント」のおかげでいくらか
伸び，1960年代には，1910年以降始めてシェアが10％を超えた。しかしラ
イバル会社は，このビッグ・シックス中の最古参会社よりも迅速な革新策
を講じ，より賢明な販売促進策を展開したため，Ｌ社はせっかく伸びた勢
いを支えることができなかった。事実，1960年から69年にかけて，売上は
498億本から465億本へと減った。販売数量はこのように減少したが，Ｌ社
は，値上げによる収入額の増加，宣伝費の削減とシガレット産業の高い収
益率に支えられて安定した業績を維持し，1950年のシェア5.5%を1974年
には8.2%とすることができた３１）。
　F. L&M社：Ｌ＆Ｍ社は，環境の変化に直面した時に効果的に対処す
る一貫した対応機構に欠け，かつ同社の経営者が生産重視でマーケティン
グ指向を軽視していたこともあり，1950一６O年の間に僅か２つのブランド
しか発売に成功しなかった。 1962年発売の「ラーク」は同社にとってひさ
しぶりのヒット・ブランドとなったが，しかし1972年になっても未だ「フ
ィルター付シガレット」の発売を検討していたし，1975年に未だ「低ター
ル･シガレット」の発売に成功していなかった。このためＬ＆Ｍ社は，1950
年シェア18.4％，ランク３位であったものが，1974年にはシェア僅か
4.6%, 6位にまで落込んでしまった32）。
　（3）多角化戦略の展開
①　シガレット産業における多角化の概要
　制度的環境における「喫煙と健康の論争下」という激変に対応を試みた
時，ビッグ・シックスによって追及された最も実質的で革新的な戦略は多
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角化であった。しかし，多角化の本格的プログラムは，ビッグ・シックス
の伝統的な経営者に，未知の新しい事業領域への組織資源の大量の配分と
長期的投資を要請した。すなわち，多角化は従来の「製品革新と市場細分
化」とは質的に異なる経営戦略であるため，業界のリーダーであるR J R
社やＰＭ社においてさえ，多角化の開始は「スローン・ケタリング・レポ
ート」の発売から３－４年の遅れがあり，ＡＢ社は1964年の「衛生局長レ
ポート」が出されてもまだ多角化戦略を開始しなかった。しかし1970年代
未までに，全てのビッグ・シックス企業は，シガレット事業への依存度は
異なるが多角化された持株会社となり，そのうちの２社は，米国の第３の
合併の波が終了する1970年までに，他社によって買収された33）。
　図表12は，ビッグ・シックスがどのような製品カテゴリーに進出したか
を要約している。それによると，シガレット会社の初期の多角化の殆どが
産業の伝統的な特徴，つまり「包装消費財の販売能力」を利用していたこ
とを明示している。その顕著な例外は, RJR社が1969年と70年に造船と
石油会社を買収したこと，ＰＭ社が1970年に土地開発会社を買収したこと，
さらに多角化戦略の後発会社Ｌ社が資産運用会社でホテル・チェインのロ
ーズ・シアターズ社によって1969年に買収されたことである。
　ビッグ・シックスのうち４社が，多角化業務の結果として，シガレット
製品の依存の低下をより良く反映するために伝統的社名を変更した。アメ
リカン・タバコ社は1969年にアメリカン・ブランズ（ＡＢ）社，Ｒ・Ｊ・
レイノルズ・タバコ（ＲＪＲ）社が1970年にＲ・Ｊ・レイノルズ・インダ
ストリー，リゲット＆マイヤーズ（Ｌ＆Ｍ）社は1973年にリゲット・グル
ープ，そしてブラウン＆ウィリアムソン（Ｂ＆Ｗ）社は1974年にブラウン
＆ウィリアムソン・インダストリーとなった。社名にタバコを含まないフ
ィリップ・モリス（ＰＭ）社のみが，伝統的な社名を引継いだ34）。
　図表13に見るように，多角化戦略は1960年代半ばまで，タバコ事業によ
る純売上高のパーセンテージに反映されなかった。しかし1964年の「衛生
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図表12　米国シガレット産業における
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局長レポート」の公開とともに，顕著な不連続がビッグ・シックスの各企
業（特に独立系４社）のタバコ売上に見られ，更に，多角化の実際の結果は
会社によって異なっていることを示している。また図表13および図表14に
見るように，1960年代初頭，ＰＭ社の例外を除くとタバコ会社は，Ｒ・Ｐ
・ルメルトの「特化比率」(specializationratio.企業の最も大きい個別製品市場
活動に起因する企業収入の割合。したがって，特化比率が低いほど多角化が進んで
いるといえる。）による「一事業会社」(Singel-businessCorporations)であった。
しかし1960年代半ばまでに，すべてのシガレット会社は「ドミナント事業
　　　図表13　独立系４社のシガレット事業による売上高比率(1960-74年）
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図表14　米国シガレット産業における多角化：特化比率による趨勢
図表15　米国シガレット産業におけるタバコ事業依存度：
　　　　主タバコ事業の営業利益に対する貢献度の趨勢
会社」(Dominant-businessCorporations)の状態となり，まだシガレット製品
市場に大きく依存しているが，各社の多角化努力がそのような企業へと移
行させている。ただ，多角化への業界イノベイターであるＰＭ社が，シガ
レット事業に依然として強く依存する理由は，第１に，同社が低タール・
シガレットの導入で成功していたこと，第２に，同社は伝統的領域外へ多
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角化したが成功しなかった（例えば，1970年の病院サプライ品）ことによる。
　ＲＪＲ社，ＡＢ社, L&M社は，ルメルトの「特化比率」によって「多
角化企業」(Diversified-businessCorporations)に移行したが，しかしタバコ産
業は衰退したわけではない。それは，図表15に見るように，まだシガレッ
ト事業が高収益事業であり，ビッグ・シックスにおいても，売上は下がっ
たが営業利益に対する貢献度は高かったことによる。 ＰＭ社は「特化比
率」が示すよりタバコ分野に大きく依存していたが，反対にＬ＆Ｍ社はタ
バコ分野にあまり依存していなかった。事実1974年までに, L&M社の国
内シガレット市場のシェアは約３％に下っていた35）。
　ビッグ・シックスの非独立系会社（親会社によって保有されている会社）
であるＢ＆Ｗ社とＬ社も，それぞれの多角化事業を展開した。いずれにし
ても多角化は，高い潜在的成長とキャッシュ・ニーズを伴う若い産業への
参入という点で，これらの会社にとっても重要な戦略であったと言える。
②　ビッグ・シックスの多角化戦略
　A. R J R社：「スローン・ケタリング・レポート」発表の３年後の1957
年には, R J R社は公式の「多角化委員会」(Diversification Committee)を
社内に設立して，単一事業の伝統的依存から起こるリスクを分散し，また
新規事業分野の機会を増加させるために多角化に取組むことになった。Ｒ
ＪＲ社の「多角化委員会」は，以下のような前提をもとにして多角化を進
めていった36）。
1.一般に成功企業のみが多角化に成功でき, R J R社はこの条件を満た
　　している。
2.多角化は会社の長所を利用すべきで，ＲＪＲ社の市場力と財務力は最
　　大限に利用できる。
3. R J R社の経営陣は，多角化を既に会社内で慣例となっているリスク
　　削減の対策と同様，保険の一部であるととらえている。
4.利潤の保護が多角化の主要な目的であるが，多角化の目標としては。
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　　新たな収益源を追加することによって利潤基盤の保全にあるものとす
　　る。
　ＲＪＲ社の多角化は，外部の買収ではなく，最初は内部的な開発で慎重
に始まった。それは1950年代末に, RJR社のタバコ製品のホイルや包装
の専属メーカーであったアルチェア・アルミニューム(Archer Alｕｍｉｎｕｍ）
子会社の拡張で小規模に始まった。この子会社の開発の主要動機は, RJ
Ｒ社の1953年，54年に発売された最初の２つのフィルター付きシガレット
　「ウィンストン」と「セーラム」の急成長による需要に対応することであ
った。しかし，業務は即座に生産過剰となり，過大設備が産業用および消
費者用の包装とラッピング事業の市場を見つけることが望まれ，1958年に
これを許可することによって始まった。
　アルミニューム・ホイル事業のめざましい拡張から, RJR社における
多角化は，次第に内部開発から外部買収にそって進められることになった。
計画された買収戦略は, RJR社の「特殊能力」である「消費者向け包装
品」(Consumer Package Ｇｏｏｄs）の分野と，関連性は少ないが高い成長潜在
力を持つ「若い産業」に限られた。良く知られたハワイアン・パンチ・フ
ルーツ・ドリンクの製造会社パシフィック・ハワイアン・プロダクト(Pa-
cificHawaiian Products)社の買収（1963年），次いでペニック＆フォード
(Penick & Ford)社，チャン・キング(Chunking)社が続き，最後に1966年に
フィラー・プロダクト(Filler Products)社の買収が行われ，比較的狭い製品
ラインを市場とする中小企業を含む沢山の会社を吸収し，急速に「消費者
食品産業企業」へと変身していった。こうして1966年には，「消費者食品
産業」と「アルミニュームおよび包装産業」による売上が, RJR社の総
売上の10％を占めるまでになったのである。
　1967年に消費者食品分野への一層の参入が，パティオ・フーズ(Patio
Ｆｏｏｄs）社とコロネーション・フーズ(CoronationFoods）社の買収で達成さ
れた。同年ＲＪＲ社は，食料雑貨に主に使われるプラスチック・ラッピン
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グの製造会社フィルムコ（Ｆｉｌｍｃｏ）社の買収によって，アルチェア・アルミ
ニューム子会社の内部開発によって確立した包装産業での足場を固めた37）。
　その２年後の1969年, RJR社は世界最大のコンテナ輸送会社で，保守
的な荷役海上輸送業界にあって「若い会社」である「シーランド」(Sea-
Ｌａｎｄ）のオーナー会社であるマクリーン・インダストリー(McLean Indus-
tries)社を買収した。「消費者向け包装品」の提供という従来の分野とは全
く関連性のない事業への進出である。この買収は，当初の支出だけで１億
1,500万ドル，更に船舶拡大や設備の近代化のために１億7,200万ドルを要
した。
　1969年末までに，ＲＪＲ社の変身はほぼ完成した。すなわち，1.非タ
バコ業務は同年の会社事業の24％にのぼり，さらに初めて年次報告が，会
社の売上と営業数字を，タバコ，輸送，その他（例えば消費者向け食品と飲
料，アルミ・ホイルと包装，工業食品物）の事業ごと分けられたこと，2.翌
年の1970年には，事業内容の多角化を受け，会社の名称がR. J. Reynolds
Tobacco CompanyからR. J. Reynolds Industry に変更され，いくつかの
営業子会社に対する持株会社として組織の再編が行われたのである。この
二つの変化は，伝統的企業の新しい経営動向を反映しており，1970年の２
億4,500万ドルの資本支出の約93％は非タバコ業務に費やされた。
　さらに1970年にＲＪＲ社は，世界的な石油製品の需要の増大とその価格
の高騰により，大きく伸びる潜在力があると思われた石油生産会社アメリ
カン・インデペンデント・オイル(American Independentoil）社を5,550万ド
ルで買収した。またその製品は, R J R社の新しい船舶事業のエネルギー
要求を支えるためでもあった。この買収は, R J R社を弱点のある単一製
品のタバコ会社から，「消費包装製品市場」における特殊能力を生かすと
同時に，関連性の無い「若い産業」の今後の成長を期待できる，幅広い多
角化された持株会社に移行させる長い一連の買収の先端となったのである。
　図表16は，ＲＪＲ社の年間資本支出の推移(195Cト75年）を示したもの
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であるが，多角化事業への資本支出の大きさが工場拡張期の投資と比べて
いかに大きいかが読取れる。「多角化委員会」は1974年に解体されたが，
この時までにＲＪＲ社は，国内タバコ製品，食品と飲料，アルミニューム
製品と包装，コンテナ輸送，石油，および海外タバコ事業の以上６つの営
業事業部からなる親会社となり，図表14，図表15に見るように，1975年に
は非シガレット部門が売上の32%,利益の26％を占め，ルメルトの「特化
比率」による分類の「多角化企業」（特化比率70％以下）のカテゴリーに入
った38）ｏ
　ＲＪＲ社のその後の大型企業の買収では,1976年にバーマ・オイル(Bur-
mah Oil)社を５億2,200万ドルで取得，1979年にはデルモンテ(Del Monte)
社を６億2,100万ドルで取得している。前者は，関連性はないが成長性の
高い部門への買収であり，1977年にクウェイト政府が既に買収していたア
メリカン・インデぺンデント・オイル社を国有化し，中東に基盤を持つ小
規模な石油会社の買収では政治的リスクを生むため，米国国内に基盤を持
つ石油会社に対する投資を必要としたことによる。その後もＲＪＲ社は石
油事業に４億5,000万ドル近くを投資していたが，1982年時点で同社管理
下の子会社による石油埋蔵量は10億ドルにおよぶとされている。一方，後
者のデルモンテ社の取得は，過去に消費食品産業において中小企業を吸収
してきたことへの反省として，「参入する産業は高度の成長能力と安定し
た収益を特性として備えており，取得される企業は「重要母体」であるこ
と，すなわちその産業内で一定の規模と強い製品ラインを持つ正しい位置
にいなければならない」という新たな買収基準からの巨額な投資であっ
た３９）。
　B. PM社：ＰＭ社の多角化戦略の展開には，２つの視点が反映されて
いた。 ○・Ｐ・マッコマス(O. Packer McComas. 1955－57年社長）時代の
　「財務的視点」とＪ・Ｆ・クルマン３世(Joseph F. Cullman Ⅲ.1957－78年
社長）時代の「マーケティング的視点」である。前者は，多角化の初期に
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重視され，買収は良好な総マージンやインフレに対する防衛を提供する潜
在力に基づいて審査された。しかしその後，マーケティング的視点が重視
されるようになり，重点は成長のための収益の安定性から，まずマーケッ
ト・シェアの浸透，次いで収益に移った。マーケティング重視の下での買
収は，非常に大きな市場規模を持つ産業で追及されたが，そこで買収され
た企業は必ずしも支配的企業ではない。それに代ってＰＭ社は，品質の良
い企業であるが経営やマーケティングが発展してない企業を探した。財務
的に動いた多角化戦略の下での初期の買収は，必ずしも成功せず幾つかは
既に売却したが，マーケティング指向の下でＰＭ社にもたらされた1970年
のミラー・ビールの買収は，ウォール・ストリートの観察者に伝説的印象
を与えた。
　1957年にパッケージ製品の会社であるミルプリント(Milprint)社を買収
し，1960年には安全カミソリのアメリカン・セイフティ・レザー(Ameri-
can SafetyRazor.以下, ASR社と略記）社を買収した。表面上, ASR社の
製品とＰＭ社の伝統的シガレット製品とは，同じ流通チャネルで販売され
る繰返しの購入，包装されたブランド消費財という点で類似していた。し
かし，安全カミソリの産業規模は巨大ではなく, ASR社は他社の技術競
争にも敗北してＰＭ社が買収の時に考えていた高収益の事業とはならず，
そのあと間もなく売却された。また1965年のクラーク・ガム(Clark Gｕｍ）
社の買収も，ＰＭ社はシガレットの巨額な予算でガムの広告を便乗させ，
その事業を３倍にしたが，しかし再び，産業の競争者がＰＭ社の試みを邪
魔した。結局ＰＭ社にとって，カミソリとガムヘの多角化は失敗であった。
1970年に買収したミッション・ビエジョ(Mission Viejo)不動産会社も財務
的指向の買収であった。この買収は，２つの小さな病院サプライ品の買収
となり，それは会社の伝統的事業と関連のない事業で，タバコ事業からの
余剰資金に対するインフレ・ヘッジを目的としたものであった4o）。
　多角化に対するＰＭ社の方向転換となったマーケティング指向アプロー
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図表17　買収後のミラー・ビール社の業績
チの典型的事例は，1970年のミラー・ビール(MillerBrewing)社の買収で
あった。図表17に見るように，この子会社は米国ビール会社のマーケット
・シェア４％，ランク７位であったものが，買収後僅か７年後の1977年に
はシェア15%,ランク２位にまで急成長している。それによって，伝統的
で比較的安定していたビール産業を革新的で競争的な業界にしたが，この
ミラー・ビール社の成功のポイントは次の３点である。第１に，ＰＭ社
は即座の利益よりマーケットシェアの成長に当初の重点をおき，資本を集
中的に投資し，ミラー製品の拡張とグレードアップに５億ドル以上を費や
したこと，第２に，ＰＭ社の熟練経営者を派遣してミラー社にマーケティ
ング専門技術を適用し，ミラー製品の広告予算はライバル会社の３倍とし
たこと，第３に，業界で最初に成功した低カロリー・ビールの｢ライトビ
ール｣を開発・導入し，ビール業界の伝統的競争業者に製品革新のうねり
をもたらしたことである。
　ＰＭ社は，1978年のセブンアップ(7-Up)社の買収でこの劇的転換の複
製を試みた。マーケティング指向のアプローチはミラービールに使われた
もののコピーであったし，セブンナップでの家族経営が経験豊かなＰＭ社
の経営陣に取って代られ，アーケティングの専門企業としてのＰＭ社自身
のブランドが伝統的ソフトドリンク業界のライバル会社によって即座に感
じ取られた。放送用の広告コピーが有名スポーツ選手を起用して作られ。
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ミラービールの転換にＰＭ社によって先駆となった販売促進技術が採用さ
れ，さらに海外ではコーラ類よりも果汁類の方が売行きが良いことがわか
ってきたので，セブンナップは海外でのマーケットシェアを増大すること
が期待された41)。
　ＰＭ社は，多角化戦略における20年以上にわたる成功と失敗の経験にも
とづき，将来の買収選択の基準を生み出した。その第１は，潜在的子会社
が業務する産業規模が親会社の収益に貢献できる可能性を持った規模でな
ければならず，この基準は，ミラービールやセブンナップの買収を導いた
ビールやソフトドリンク産業を認知するために使われた。第２に，ＰＭ社
は常に自らを成長会社であると考えていたため，その買収は年間20％の成
長目的を満足するものでなければならない。但し，買収の候補者はその製
品市場で支配的シェアを既に保持しているべきではなく，５年ぐらいかけ
て｢転換開発｣する潜在力を持っていなければならず，ミラービールやセ
ブンナップはこの基準にも理想的であった。第３に，ＰＭ社の経営者は既
存市場の１企業を買収する時，｢何か違ったことをしなければならない｣，
つまり革新をしなければならないと決めていた。彼らが失敗したＡＳＲ社
やクラーク・ガム社を買収した時に経験したように，確立されたライバル
会社と競争せねばならない状態におくことを望まず，ミラービールの買収
以後，革新はＰＭ社の競争戦略の中心となった。第４に，海外マーケット
における親会社の長い成功の歴史が利用できるために，買収は｢世界的流
通の潜在力｣を持つことが重要だと考えており，この基準にもミラービー
ルとセブンナップは適合していた４２)。
　C. B&W社：Ｂ＆Ｗ社は，主要ライバル会社と比べると長い間経営を
多角化しなかったが，その主な理由は，親会社のＢＡＴ社がアメリカの企
業を買収して証券取引委員会(Securities and Exchange Commission)の不興を
こうむるのを恐れていたことによる。しかし，1969年，同社は食品加工業
と缶詰業のヴィタ・フーズ・プロダクツ(Vita Foods Products)社，アルタ
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ン・キング・クラブ(Aleutian King Crabs)社，およびシー・パス(Sea Pass)
社を買収した。その後，ＢＡＴ社が小売業に大きな関心を示していたため，
ギンべル・ブラザーズ(Gimbel Brothers)社およびサックス・フィフス・ア
ヴェニュー(Saks FifthAvenue)百貨店と，中西部の大きな食料雑貨チェー
ン店のコール(Kohl)社を買収した。その後，ＢＡＴ社はBatus社，すな
わちBritish American Tobacco-U. S. Industriesの下に, B&W社をその
１部門として組織を再編成した４３)。
　D. AB社：アメリカン・タバコ社は，ライバル会社がタバコ以外の事
業に手を出してからずっと後の1966年まで，タバコ事業に専念していた。
同社のシガレット販売は不振であったとはいえ，経営の多角化を推進する
ための投資に十分な資金を得ていたため，その後短期間に，軽食業のサン
シャイン・ビスケット(Sunshine Biscuits)社，ジェームズ・Ｂ・ビーム
(JamesＢ.Beam)醸造会社，物産業のスウィングライン(Swingline)社，情報
産業のアクム・ビジブル・レコード(Acme VisibleRecords)社，マスター・
ロック(Master Ｌｏｃｋ)社，リンゴソースのダフ・モット(Duff-Mott)社，お
よび化粧品のアンドリュ・ジャーゼンス(Andrew Jergens)社を次々に買収
し,1969年６月１日に,社名をAmerican Tobacco 社からAmerican Brands
社(ＡＢ社)に変えた。
　同年の1969年に社長に昇格したロバート・ハイマン(Robert Heiman)は，
買収の勢いを弱めたが，1973年にゴルフとゴム製品のアクシュネット
(Acushnet)社を１億1,000万ドルで取得，1979年には保険証券150億ドルを
持つフランクリン(Franklin)保険会社を買収して大成功を収め，ＡＢ社の
収益は最初の１年だけで１億ドルも増加した４４)。
　Ｅ．Ｌ社：Ｌ社は，1962年までは定款によってタバコ以外の事業に手を
出すことが禁じられていたため，経営多角化は遅れて始まり，始めたもの
の，猫の飼料を扱う小会社と製菓会社を手にしただけで，わびしい結果と
なった。 1968年まで，同社は両切シガレットにひどく力を入れ，1950年代
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には｢ケント｣の成功でいくらか売上が伸び，1910年以降始めてマーケッ
トシェアが10％を超えたが，手に入れた子会社の多角経営は不振であった。
　こうした時，ウォール街で最も注目された山師のひとり，ローレンス・
ティッシュ(Laurence Tisch)がＬ社に触手を伸してきた。ティッシュと弟
のプレストン(L. Preston)はホテルと劇場で商売を始め，株式市場に機敏
に投資し，この兄弟会社は年間１億3,700万ドルの事業をするまでに発展
する過程で幾つかの会社を買収し，1969年にＬ社を取得した。ティッシュ
は，さらに経営規模を拡大するのに必要な資産を手にすることになるが，
自分の事業が多角的なことを強調するため，同年の1969年，社名をローズ
・シアターズ(Loews Theaters)社からLoews社に変えた４５)。
　F. L&M社：Ｌ＆Ｍ社の多角化への取組みはＰＭ社から完全に７年遅
れており，1964年11月にドッグフードメーカーであったアレン・プロダク
ト(Allen Products)社を1,000―1,200万ドルの支出を伴って買収したのが最
初であった。しかしその後は，1966年にＪ＆Ｂスコッチメーカーのパディ
ングトン(Paddington)社を6,000万ドルで買収(パディングトン社はＬ＆Ｍ社
の1979年営業収益の40％に貢献し，1980年のグランド・メトロポリタン(Grand
Metropolitan)社買収の原動力となった)，同年にグランマルニエ(リキュール)
のアメリカでの販売ライセンスを持つカリロン輸入会社(Carillon Importers
Ｌtd.)を買収して，急速に多角化への道を進めていった。これはＬ＆Ｍ社
がシガレット事業において敗北し，事業量が大巾に減退したため(1974年
のシェア4%),より大きな成長と収益能力を持つ産業にシガレット事業で
の超過現金を移入したためである。
　1967－78年の10年間で完成した買収の中には，1967年に買収したオート
ミールとポプコンメーカーのナショナル・オート(National Oats)社，1968
年に買収した時計バンドの小企業ブライト・インダストリー(Brite Indus-
tries)社，1969年に買収したペットフード・メーカーのパークフーズ(Perk
Ｆｏｏｄs)社とワイルドターキー(バーボン)・輸入ワイン・シェリ酒・火酒メ
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－カーのオースチン・ニコルス(Austin, Nichols& Co.)社（以上４社の買収は
すべて失敗して1980年までに売却），さらに家庭用の洗剤メーカー（1970年），
スポーツ用品メーカー（1977年），ペプシコ社の３つのフランチャイズ会社
（1977－79年）などがある46）。
　Ｌ＆Ｍ社は1980年までに，「アルコール飲料とワイン」，「ソフトドリン
ク」，「ペットフード」，「娯楽とレジャー用品」の４種類の中核事業からな
る多角化企業へと変身し，さらに，将来の買収の最優先分野として「放送
事業」（ラジオとテレビ局，ケーブルテレビ）を挙げた。図表14に見るよう
に，1975年には既にＬ＆Ｍ社のシガレット以外の売上が50％を超えており，
Ｌ＆Ｍ社の経営陣は，自らが行ってきた買収と売却の経験を踏まえて，多
角化戦略の今後の開発のために次の４点を基準として指定した。第１に，
４つの中核事業と関連してない買収の場合，小規模企業（税引純収益が500
万ドル以下）は買収対象としない。第２に，包装消費財分野の成長産業で
マーケット・シェアが１位ないし２位でなければならない。第３に，買収
された組織の経営者はそのまま留まらねばならない。第４に，事業が少数
の大手の取引先だけに依存してはならないし，事業は資本集約的，労働集
約的，あるいは異常に季節的であったり一時的流行性のものであってはな
らない。可能であれば，事業は高い在庫回転率を持つべきである。以上の
基準をもとに, L&M社はマーケティング指向型の買収方針を積極的に展
開していったのである47）。
　（3）海外戦略の展開
①　シガレット産業における海外拡張の概要
　1950年代以前，米国シガレット会社は大規模に海外市場を拡張すること
に緊急性を感じていなかった。 1953年までは，ほとんどの企業が限られた
シガレット製品の輸出を行っており，海外の米国軍人に対するものが大半
であった。 1950年の国内シガレット売上が３億7,500万本でったのに対し。
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輸出は図表18の通り, 1,500万本をやや上回ったにすぎなかった。海外シ
ガレット市場の開放および拡大を求めて積極的な戦略が開始したの
は，1953年の健康と喫煙の脅威で国内需要が低下して以降のことである。
　1975年の世界のシガレット売上数は３兆8,000億本にのぼり，共産圏や
専売制の国を除いても１兆2,000億本の売上市場となる。このように海外
市場は売上数量では非常に大きい潜在力を持っているにもかかわらず，各
国それぞれの文化，タバコ・ブランド，経済情勢，投資状況，外国為替レ
ート，政府統制，業界規則，税制，政治的不安，喫煙と健康問題の出現と
付随した規制等の要因により，海外で成功をおさめるには，シガレット企
業の経営に不確実性および複雑性をさらに加える可能性があった。しかし，
それにもかかわらず，米国シガレット会社はタバコ製品の製造と販売の拡
大を目指して海外市場に積極的に乗り出し，1975年には輸出シガレット売
上は5,000億本を超えたのである（図表18を参照）48）。
　ビッグ・シックスが採用した海外拡張の方法には，次の４つのタイプが
あった。すなわち，（1）米国で生産されたシガレット製品の輸出と米国軍
人または米国外に定住している人々への輸送，（2）外国との販売契約によ
って，米国シガレット製品がかれら自身のブランドで外国企業によって流
通・販売され，製造は米国内で行う，（3）米国企業の所有ではないが，他
国のローカル・ブランドと一緒に米国シガレット製品を製造，流通，販売
を行う外国企業とのライセンス契約，（4）米国ブランドおよび各国市場向
けに設計した製品の両方を生産する，米国企業が全額ないし一部を所有し
た海外製造関連会社，である。
　図表19は，1975年の米国を基盤とする各シガレット会社の海外市場への
進出状況を一覧表にまとめたものであるが，この海外戦略においても，Ｐ
Ｍ社が業界を先導し, L&M社と特にＡＢ社は遅れをとっていたことが明
らかである49）。
②　ビッグ・シックスの海外戦略
　　　　　　　　　　　　　　　－106 －
図表19　シガレット企業（米国ベース）の海外市場進出・所有状況（1975年）
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　A. R J R社：シガレット製品に対する海外市場を関発し促進するRJ
Ｒ社の努力の最初の記述は，1958年の年次報告書の中であった。 1960年ま
で同社は，国内で生産されたシガレット製品の輸出に依存していたが，関
税障壁やヨーロッパの自由貿易地域諸国の輸入割当制限が増加したことに
より, R JR社は輸出販売による海外進出に加え，外国関税障壁の中に製
造子会社を設立する方針をとることとし，1960年に始めてスイスに完全所
有の製造子会社を設立した。その後，海外の製造設備は，カナリー諸国，
インドネシア，エクアドル，マレイシア，ブラジル，カナダで次々と短期
間中に獲得され，会社の国内多角化に向かわない資本支出が海外のシガレ
ット生産能力の拡大に向けられた。生産設備の買収による海外成長はライ
センス契約によって補充され，1974年までにＲＪＲ社は140カ国にシガレ
ットを輸出し，タバコ売上の25％以上は海外市場による。さらにＲＪＲ社
は，ロシアのタバコ栽培の経験とともにソ連とも契約を結んでいた。
　こうして1975年までにＲＪＲ社の国際事業部は，世界とその海外業務を，
エリアⅠ：ヨーロッパ，アフリカ，中東，エリアⅡ：カナダ，エリアⅢ：
ラテン・アメリカ，エリアⅣ : アジアと太平洋地区の以上４つの地区に分
けた。 1970年代当時の主要な投資は，喫煙と健康問題があまり強調されな
いエリアⅢと, RJR社が伝統的に成功した米国国内市場に類似したエリ
アⅡである。 1974年の年次報告書によれば，｢現在のＲＪＲ社では，従業
員の今が米国以外で生活し，その数は急速に増加しており，収益の今は
海外によるものである。｣とのことである５0)。
　B. PM社：ＰＭ社は，1953年のシリアでの購買子会社の創設，1954年
のオーストラリアでの製造子会社の設立に始まり，同じ年にカナダ子会社
とベンソン＆ヘッジ(Benson & Hedges)社の合併を行った。 1955年までに
ＰＭ社は国際事業部の下に海外業務を統合し，1961年までに早くも104カ
国がＰＭシガレットの輸出を受入れ，1971年には162カ国で140銘柄を販売
し，ＰＭ社のシガレットは国内より海外で多く販売されていた。
　　　　　　　　　　　　　　　－108 －
　図表20は，ＰＭ社の1960一75年における海外市場での売上の急成長の様
子を明確に示しており，1960年のシガレット海外売上100億本から1975年
の1,500億本に増えた。 ＰＭ社は他の米国シガレット会社より世界各地と
多くの契約を結び，会社収益は1950年の660万ドルから1975年の10億ドル
まで増加した。製品革新と多角化戦略とともに，ＰＭ社は海外戦略でも初
期のイノべイターの役割を果し，海外市場で国内のライバル会社より急速
に拡張することを選択した５１)。
　C. B&W社：Ｂ＆Ｗ社は，設立の経緯から，海外に利害関係を一切所
　　　　　　　　図表20　PM社の海外販売数量(196(ト75年)
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有していない。しかし，その英国親会社であるＢＡＴ社は39カ国に利害関
係を所有している。
　D. AB社：図表19に見るように，ＡＢ社の海外進出国の数は相対的に
少なく，海外拡張においても遅れをとっていたことは明らかである。しか
し，これは半世紀前に下されたトラスト解体の判例によって制限された結
果でもある。すなわち，米国シガレット産業の1911年のトラスト解体は，
アメリカン・タバコ・トラストの独占をいくつかの後継会社，すなわちア
メリカン・タバコ社（現ＡＢ社),R J R社，Ｌ社，Ｌ＆Ｍ社に分割した。
アメリカ最高裁は，当時のアメリカン・タバコ・トラストが米国における
実質的な独占を所有していたと判決し，この独占の非集合体の一部として，
アメリカン・タバコ社はイギリスのインペリアル・タバコ社（現在のBA
Ｔ社）と合弁を結んだ。この契約の一部として，ＢＡＴ社は米国以外の世
界各国でアメリカン・タバコ社のすべてのブランドの権利を獲得した。そ
こで現ＡＢ社が，1960年代に海外拡張において他のビッグ・シックスほど
積極的でなかった重要な理由の１つは，アメリカン・タバコ社の伝統的ブ
ランドの国際的配給が，Ｂ＆Ｗ社の親会社であるＢＡＴ社によって既に支
配されていたことによる。
　しかし，ＡＢ社は1968年に英国第２位の大シガレット会社ガラハ(Galla-
her)社の株式を76％買取り，1974年には全株式を取得し，この買収はAB
社のタバコにおける唯一の大型海外投資であった。この買収以来，ガラハ
社を通じて世界の異なる地区の他社を買収し，それによってＡＢ社は地球
規模に拡大した。現在でもＢＡＴ社はＡＢ社の伝統的シガレット・ブラン
ドの海外の権利を所有しており，こうした歴史的制約により海外進出は特
異な形態をとっているが，ＡＢ社の新しい低ニコチン・ブランド「カール
トン」の最近の好調な先行きとガラハ社の発展により，1975年には,AB
社はタバコ販売の60％以上を海外事業によるものとなった５２）。
　Ｅ．Ｌ社:1969年にＬ社を買収したＬoews社の社長ローレンス・ティ
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ッシュ(Laurence Tisch)は，その10年後の1979年，ライセンス契約と全て
のブランドの権利を含めて，Ｌ社の海外での権利をBAT Industries社に
１億4,100万ドルで売却した。Ｌ社は，国内のシガレット販売の努力は続
けようとしているものの, R JR社やＰＭ社が躍起となっている国際市場
での競争の舞台から完全に姿を消すことになった５３）。
　F. L&M社：Ｌ＆Ｍ社の海外進出への指向は，他のライバル企業ほど
強いものではなかった。海外販売での大半は輸出とライセンス契約による
もので，海外製造子会社に直接投資したものではない。事実，国内でのシ
ガレット事業領域の防衛の成果が弱かったことにより，海外活動に融資す
るための財務的ゆとりが少なく，また海外で通用するヒットしたシガレッ
ト・ブランドもなかった。それゆえ，国内のシガレット業務からの余剰資
金は多角化ブログラムに向けられ，実際, L&M社は1978年，国内の多角
化努力の一層の展開を支援する現金調達のために，同社の海外業務をPM
社の国際事業部に売却した54）。
　（4）戦略的組織適応の評価
①　経済的評価
　シガレット会社が制度的環境の激変（「喫煙と健康の論争下」におけるシガ
レット消費量の減退）に対して選択した戦略的組織適応（「製品革新と市場細
分化」，「多角化」，「海外進出」）の「組織効率の有効性」，すなわち経済的成
果による比較は，「成長」，「収益性」，「財務スラック」，「投資リスク」の
以上４つの要素から評価できる。最初の２つは，各企業の経済的成果の歴
史的な視点を示し，後の２つは組織的成果の将来の繁栄を表示している55）。
　Ａ.成長：シガレット企業が選択した組織適応の戦略は，膨大な企業成
長を生み出すことになった。 1950年から79年までの米国シガレット市場に
おける複合的な平均成長率は，主要事業分野（シガレット）が沈滞してい
たにもかかわらず年1.8%程度であり，また同一期間にビッグ・シックス
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の総資産の規模も大きく増加している。最大企業であるＲＪＲ社は1950年
当時の12倍の規模に，索引者であるＰＭ社は34倍にもなっている。シガレ
ット分野の闘争で失った地盤を取り戻せなかったＡＢ社でも，主に海外拡
張と国内での多角化計画によって資産が６倍になっている。一方,L&M
社は，シガレット事業で大幅に後退したために自由な活動に必要な超過資
金がはるかに少なかったが，それでも取得した小規模事業の資産を基にし
て規模を２倍にしている。
　シガレット企業（独立系４社）は，資産が物理的に大型となったばかり
でなく，売上高と収益も著しく増加させた。図表21は，売上高成長と一株
当り収益成長を示している。ＰＭ社は1965－79年の15年間において，全産
業および多角化企業の売上高ならびに一株当り収益の平均成長率を一貫し
て上回っており, RJR社とＡＢ社は，全産業および多角化企業の平均成
長ペースを維持できた。一方Ｌ＆Ｍ社は，シガレットのライバル企業や米
国産業全体の成長についていくことが概してできなかった。したがって，
主要事業分野での防衛や海外拡張戦略によって沈滞する国内市場でのシガ
レット売上高を確保することができた企業（ＰＭ社）であれば，多角化す
ることで米国全産業の企業成長率と歩調をそろえることができたか，それ
を上回ることができた。しかし，国内や海外のシガレット事業を維持でき
なかったＬ＆Ｍ社にとっては，結局，多角化によっても通常の成長を達成
することはできなかったのである56）。
　　　　　　図表21　シガレット独立系企業の比較成長（1965－79年）
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図表22　シガレット独立系企業の比較収益性（1965－79年）
　Ｂ．収益性：最近の15年間（1965－79年）において，シガレット企業（独
立系４社）の平均自己資本利益率と平均総資本利益率は図表22の通りであ
り, RJR社は両利益率で３社を上回り，ＰＭ社が収益性で第２位, AB
社がそれに続き, L&M社は最低の実績であった。
　Ｌ＆Ｍ社を除くと，シガレット会社は概して米国産業の他の多角化企業
より高い収益性を持ち続けたが，戦略的組織適応の成功が逆況における高
い収益性を説明する鍵であった。しかし，海外のシガレット業務や国内の
多角化事業に比し国内のシガレット事業の高収益性が，産業を制度的攻撃
から守り，シェアを維持し高めるこれらの会社の成功の源泉であり，その
全収益や新しい事業分野を創造しそれを支配する彼らの能力の原動力とな
った57）ｏ
　Ｃ.財務スラック：成長や収益性の数値は，会社の今日の過去の状況を
示している。シガレット企業の海外や国内での拡張方法の違いは，将来の
出来事に対処するために利用できる各企業の財務スラック（長期負債／自
己資本率）の量を大幅に変えた。特にＰＭ社は，急激に長期負債を上昇さ
せて財務スラックを悪化させた。 ＰＭ社は国内のシガレット事業と非シガ
レット事業で同時にマーケットシェアの急増をはかったため，巨額な資本
投下をしなければならず，正常な収益の実現を我慢せねばならなかった。
同社はまた，海外のシガレット製造施設に早くから投資することを選んだ
ため，ライバル会社より海外業務からの収益が高くなったが，しかしこの
　　　　　　　　　　　　　　　― 113－
繁栄型企業は，財務スラックを大幅に下げて資本集約的な選択パターンの
代価を支払わなければならなかった。
　図表23は，各企業の財務スラックの推移(196←79年）を示しているが，
ＰＭ社は積極的アプローチを追及するために負債比率を増加し，1970年代
末までに，ＰＭ社の長期負債は自己資本の総額にほぼ達した。これに対し，
ＰＭ社ほどの資本集中型でもないアプローチを特に多角化に向けていた他
の３社は，ＰＭ社の約半分の40％前後の流動性危険に止まっている。PM
　　　　　図表23　シガレット独立系企業の財務スラック(1960―79年）
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社が得意とする「転換開発」戦略の代りに，他の３社は，強力な既存経営
チームを持ち，シガレットと関連性の強い業界で既に良い地位を占めてい
た企業の買収に力を注いだ結果，これらの企業にとっては，買収後１年以
内に正常な営業収益をあげることができた。このパターンに対する唯一の
例外は, R J R社が輸送事業と石油事業に参入したことであり，この両事
業は同社の伝統事業と特殊能力に関連性がなく，資本集約型であり，即時
営業収益については延期しなければならなかった。この例外については，
図表23で，ＡＢ社とＬ＆Ｍ社の1968－78年のパターンからＲＪＲ社が上方
に離れた形となって示されている。
　残った問題は，ＰＭ社が高度の負債戦略から長期に損失を受けるか，よ
り保守的な伝統的ライバルより繁栄するかということである。これについ
ては，ＰＭ社が海外シガレット事業から高収益をあげ，非シガレット事業
からも高成績をあげていることから見て，近い将来，結果は良好であると
考えて良いであろう58）。
　Ｄ.投資リスク：企業の将来業績見通しに対する投資家信用を示す指標
として，広く用いられる指数に株価収益率がある。多分，投資家が１株当
たりの現在の収益に比較して会社の普通株１株により多く支払うことを喜
ぶほど，会社の将来収益の潜在力に関するリスクは小さくなる。図表24に
示すように，1953年の「スローン・ケタリング・レポート」が発表されて
以来，独立系４社のシガレット会社の株価収益率は，米国産業に対するス
タンダード＆プアーズの平均より低い。 ＰＭ社のみがこの指数を上回って
いるが，1970年以後の10年間の間だけである。全てのシガレット会社４社
は，危険をはらみ不振を続けるタバコ事業への依存度を削減するために多
角化を強く推し進めたが，新事業での低収益と予想外の市場不確実性に直
面している。さらにＰＭ社は1979年までに高い負債比率となり（図表23),
もちろん喫煙と健康問題はくすぶり続けている。疑いなくこうした展開が，
米国産業の平均以下にシガレット会社の株価収益率を退化させている要因
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図表24　米国産業平均を基準としたシガレット独立系企業の
　　　　株価収益率（1952－79年）
と思われる。
　シガレット産業全体のパターンを超えて，株価収益率はＰＭ社の成長指
向戦略が，1970年以後の10年間に他のシガレット企業が用いた戦略より大
きい投資家信用を得ていることを示している。しかし，1975年以後の５年
間で株価収益率は激減しており，ＰＭ社はその比較優位性を失いつつある
可能性も示唆している。ビッグ・シックスは，既存事業分野の防衛と新規
事業分野の創造の目標の達成に向けて大きく前進し，この過程において，
この産業の全てのメンバー企業は劇的な形態変化を行った。いかなる企業
も，どんな尺度によってもタバコ会社として区分できず，シガレット売上
のトップで『フォーチュン』上位500社の50位にランクされたＰＭ社でさ
え，非タバコ事業に固執している59）。
②　社会的評価：正当性の問題
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　シガレット産業の「正当性の問題」（当該産業の存在価値ないし米国経済へ
の貢献度）は，組織効率の経済的評価に比べるとはるかに難しいが，「法的
制限」，「安全シガレットヘの変移」，「世論の推移」，「制度的支持者」の以
上４点から評価できる6O）。
　Ａ.法的制限：過去20年間に，シガレット産業に課せられた様々な法的
制限は今日でも有効である。ビッグ・シックスによる事業領域の防衛戦略
が，法的制限を多少なりとも緩和したり，リードタイムを作り出す役割は
果したものの，議会とその行政機関が開発した法律や取引規則は，米国シ
ガレット産業の伝統的自治制と権威を統制し続けた。連邦政府が課したこ
れらの規制に，州政府や地方都市がさらに制約を加え，その制約としては，
特に非喫煙者の権利ならびに市役所・交通機関などの公的場所での禁煙や
喫煙者の隔離，若年者の喫煙規制に関するものがある。新しい連邦政府規
制には見るべきものはなかったが，州と地方都市におけるこれらの制約は，
現在でも激増し続けている61）。
　Ｂ.シガレット消費量と「安全な」シガレットヘの変移：「衛生教育と
福祉局」(HealthEducationand Welfare)からの1975年レポートは，大人の90
％以上の人が喫煙は健康に有害であると信じており，また1978年の「衛生
局長レポート」では，ほぼすべての年齢層で喫煙者率が著しく減少してき
ていると結論づけている。米国の一人当たりシガレット消費量は1979年で
195箱となっており，これは1964年の「衛生局長レポート」直前の1963年
の最高記録を30％下回る数字であった。さらに1978年の議会に対するFT
Ｃレポートによると，大人に占める喫煙常習者は1978年に33%,男性の喫
煙常習者は1955年と78年の間に53％から38％に減少し，女性の喫煙常習者
は1955年と65年の間に25％から32％へと増加したが，1978年までに30％に
減少，ただし18―25歳の女性喫煙者だけは増加したということである。大
人の喫煙の減少は，喫煙の開始が低下したことより喫煙の中止によって説
明できる。 1964年以後，3,000万人が禁煙をし，そして大多数の人が禁煙
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図表25　米国シガレット消費の推移(1964一79年)
を試み，そのための効果的方法を摸索している。
　消費量の減少傾向に加えて，米国で消費されるシガレット製品の性質が
図表25に見るように，いわゆる「安全な」シガレットヘと変移していった。
ビッグ・シックスの各社では，２つの明白な製品イノべーションが制度的
環境からの健康警告の導入に関連していた。1953年の「スローン・ケタリ
ング・レポート」発表とともに「フィルター付きシガレット」が出現し，
それは従来の「レギュラーブランド」よりタールやニコチンの含有量が少
ないとされ，1978年までに，「フィルター付きシガレット」は国内タバコ
市場の90％を占めた。また，1964年の最初の「衛生局長レポート」は，タ
ールが15ミリグラムないしそれ以下の「低タール・シガレット」の時代を
開始した。1967年までに「低タール・シガレット」は国内市場の２％を占
め，ビッグ・シックスの広告支出の5.5%によって支援され，このシェア
は，図表26に見るように，これ以後急速に増加した。1978年までに「低タ
ール・シガレット」は市場のほぼ28％を占め，シガレット広告支出の43％
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図表26　低タール・シガレットのシェア推移（1967－79年）
によって支援された。 1980年に，「低タール・シガレット」は全国内市場
の40％以上を占め，最も成長が早い市場区分となった。事実，その頃まで
に，タール５ミリグラム以下の「超低タール・シガレット」が市場で一般
的となった62）。
　Ｃ.世論の推移:1978年のＦＴＣによる「議会への報告」の中に「ロー
パー・レポート」（Ｔｈｅ Roper Report)という報告があり，このレポートは全
国的世論調査会社「ローパー機構」（Ｔｈｅ Roper Organization)が「タバコ協
会」（ＴｏｂａｃｃｏInstitute)の依頼を受けて全国的世論調査を行ったものである。
「ローパー・レポート」は，喫煙と健康論争の現状を世論のシガレットに
対する楽観的事項と悲観的事項に分け，それぞれを喫煙と健康論争の現状
を表す「資産」と「負債」に見立ててバランスシートを作った。図表27が，
そのバランスシートである。
　シガレットに対する世論のバランスシートはかなり「負債」に傾いてい
るが，その中でも「ローパー・レポート」が特に指摘した点は「受動喫煙」
(Passive-Smoking)の問題であり，「シガレット産業の生存能力に対するこれ
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図表27　喫煙と健康論争の現状に関するローパー「バランスシート」（1978年）
までにない危険に満ちた展開要素である」としている。ローパー調査によ
ると非喫煙者の号と喫煙者の40%,つまり大半のアメリカ人は「自分自
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身が喫煙していなくとも，喫煙している人々の近くに居るだけで健康に有
害である」と思っているという結果が出た63）。
　Ｄ.制度的支持者：シガレット産業に対する大衆の非肯定的態度や医学
的意見の否定的傾向が強まっていたにもかかわらず，シガレット産業が存
続し続けるために制度的支持者の役割は大きかった。先ず第１には，連邦，
州，地方の各政府がタバコ税に収入源を強く依存していることである。
「タバコ協会」の発表によると，1978年会計年度に連邦，州，地方の各政
府はタバコ製品の直接税で63億ドルを集めているため，各レべルの政府の
鉾先が鈍ることになる。第２は，タバコ産業は米国の主要な輸出産業とな
っている。「タバコ協会」によると, 740億本以上のシガレットが1978年に
108カ国に輸出され，1977年より11.3％増である。さらに1978年の葉タバ
コと製品タバコの米国輸出総額は21.1億ドルとなっており，前年より３億
9,000万ドル増えている。同年の米国タバコ産業の輸入は4.3億ドルに過ぎ
ず，主要な純輸出産業として，タバコ産業は米国の国際収支に積極的に貢
献している。第３に，1977年度において，タバコ産業は総国民生産の486
億ドル，国民雇用への貢献度は2.3%といわれている。「タバコ協会」によ
ると，タバコ事業に直接依存しているものとしては, 141万人の小売
店, 2,600人以上の卸売業者，タバコ製造に従事している72,700人の従業
員，タバコ農家の276,000世帯となっている。タバコは第６位の現金収穫
物であり，これらタバコ産業と係わっている制度的支持者の存在が，喫煙
と健康論争の対決が行われてきた社会・政治的全体像を構成しており，反
喫煙勢力の運動を相殺し続けてきたと言えよう64）。
　　4.結　　語
　以上，我々は，米国シガレット産業において1950年代と60年代に吹荒れ
た「喫煙と健康論争」との関連で，1950－75年の25年間に展開された反喫
煙運動と立法規制の推移，およびビッグ・シックス各社が，そのような制
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度的環境の変化に対応して展開した戦略的適応行動を記述し，評価してき
たわけであるが，これまで述べてきたことを要約して結びとしたい65）。
　1.米国シガレット産業における1950-74年の制度的環境の主要な出来
事は，1953年の「スローン・ケタリング・レポート」，1964年の「衛生局
長レポート」，1970年の「放送広告禁止」の以上３つであるが，これらは
いずれも「喫煙が健康に有害」であるという認識に立ったものであり，シ
ガレット産業にとっては産業自体の「正当性」が脅かされる結果となった。
　　「スローン・ケタリング・レポート」は，喫煙と健康論争についての最
初の衝撃的なレポートであり，中身はスローン・ケタリング・レポート研
究所の調査員がタバコの煙から採取した「タール」をマウスの背中に塗る
と癌が誘発されたというものである。「衛生局長レポート」は，「タバコ喫
煙は男性にとっては肺癌に関連する場合があり，タバコ喫煙の影響度は他
の要因を上回っている。女性についてのデータは，範囲は狭いが同方向を
示している。いずれにしてもタバコ喫煙は米国において，直ちに対策をと
るべき著しく重要な健康有害物である。」というものである。このレポー
トの影響は大きく，1965年には「ＦＴＣ（連邦取引委員会）広告コード」が
議会を通過し，タバコの包装上に健康についての警告表示が義務づけら
れ，1967年には「同時間規制」の制定により放送媒体において反喫煙広告
もタバコ広告と同時間必要となり，1970年には遂に，全ての放送媒体（ラ
ジオとテレビ）でのタバコ広告が禁止されることになった。
　2.制度的環境の変化に対応してビッグ・シックスによって選択された
第１の戦略は，「製品革新と市場細分化」であった。１人当たりのシガレ
ット消費量が減退したため，シガレット・メーカーは各社の成長率を維持
するためには互いに食合いをするしかないと気付き，製品革新の速度が急
速に高まった。新ブランド数の増大と発売ペースが早くなるにつれて，市
場のセグメント化も進み，特に「フィルター製品」「低タール・シガレッ
ト」や「メンソール」など，「安全性の高いシガレット」を中心にブラン
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ドの多様化も促進された。売上高が落ちている時にブランドが多様化した
ということは，かつてのブランド・ロイヤリティが機能しなくなったこと
を意味し，これを機に，企業ランクの変動が起こった。 ＰＭ社やＲＪＲ社
の成功に比べ，ＡＢ社やＬ＆Ｍ社の落込みが激しかった。
　3.　制度的環境変化に対する第２の対応戦略は，多角化であった。し
かし多角化は，ビッグ・シックスの伝統的な経営者には新しい業務領域に
組織資源の大量の配分と長期的な拘束を伴うため，ＰＭ社やＲＪＲ社のよ
うな業界のリーグ一間においても，それを開始するのに「スローン・ケタ
リング・レポート」から３－４年のタイムラグがあり，他のメンバー企業
には一層の対応の遅れがあった。実際，ＡＢ社は1964年の「衛生局長レポ
ート」まで多角化戦略を開始しなかった。しかし1970年代末までに，全て
のビッグ・シックス企業はタバコ事業への依存度は異なるが，多角化され
た持株会社となり，そのうちの２社は，米国の第３の合併の波が終了する
1970年までに，他社によって買収された。
　多角化の理由は，伝統的タバコ分野に過度に依存することのリスク回避
のためであり，タバコ事業からの高収益が成長性の高い新規事業への投資
を可能にした。 ＰＭ社は，外部買収によって多角化したビッグ・シックス
のパイオニアとなった。 ＲＪＲ社の場合のように，タバコ製品のニーズを
超えて自社の包装事業を拡大するという内部開発の代りに，ＰＭ社は1957
年に包装製品の会社ミルプリント社を買収した。このＰＭ社による外部買
収での多角化は，その後1963年にＲＪＲ社，1964年にＬ＆Ｍ社およびＬ
社，1965年にＡＢ社，1969年にＢ＆Ｗ社によって引継がれ，戦略展開の主
流となった。またビッグ・シックスのうち４社が，多角化業務の結果とし
て，タバコ製品の依存の低下をより良く反映するため伝統的社名を変更し
た。
　4.制度的環境の変化に対する第３の戦略は，海外進出であった。各シ
ガレット企業の海外進出戦略についての簡単な記述によっても，独立系4
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社の中でＰＭ社が業界の先頭に立ち，ＡＢ社とＬ＆Ｍ社が遅れをとってい
たことが明らかである。革新的企業のＰＭ社は，海外タバコ市場に積極的
に進出する先駆的企業として出現し，その結果，同社の海外売上とシガレ
ットの海外市場に関連した資源は他のライバル会社より抜きん出ていた。
マーケット・シェアの国内競争でトップ企業であるＲＪＲ社も，海外市場
に積極的に進出したが，ＰＭ社より慎重であった。 ＲＪＲ社は，輸出やラ
イセンス契約の成功経験の後，海外の製造子会社の直接所有に動き始めた。
ＡＢ社が国際戦略に出遅れたのは，歴史に基づく法的制約による。しかし
英国第２位のシガレット製造会社の買収は，ＡＢ社を国内シガレット市場
への固執から大きく変化させた。最後にＬ＆Ｍ社は，国内シガレット競争
での失敗による財務スラックの欠如により，新しいシガレット市場のため
のグローバル・レースに参加できず，国内多角化プログラムに余剰資金を
限定して投資した。
　5.シガレット会社が制度的環境の変化に対して選択した戦略的組織適
応の「組織効率の有効性」，すなわち経済的成果による比較は，「成長」，
　「収益性」，「財務スラック」，「投資リスク」の以上４つの要素から評価で
き，またシガレット産業の「正当性の問題」（当該産業の存在価値ないし米国
経済への貢献度）は，「法的制限」，「安全シガレットヘの変移」，「世論の推
移」，「制度的支持者」の以上４点から評価できる。
　まず，４つの要素から各企業の経済的評価を見ると，「多角化」や「海外
進出」によって沈滞する国内市場でのタバコ売上を維持できたシガレット
会社であれば，米国全産業の企業成長率と歩調をそろえることができたか，
それを上回ることができたが，依然としてくすぶり続ける喫煙と健康論争，
新規事業での低収益性と予想外の市場不確実性，さらに負債比率の上昇等
に直面し，企業の将来業績見通しに対する投資家信用を示す株価収益率は
必ずしも良好ではない。しかし，1950－75年の４半世紀にわたって政治的
リスク，経済市場不振にさらされてきたことを勘案すると，シガレット産
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業は「実に良くやってきた」という評価を与えて良いであろう。
　シガレット産業の現在の「正当性の問題」は傾いてはいるものの，完全
にバランスを失っているわけではない。高まる「正当性脅威」に対しバラ
ンスを取り戻す方法として，ビッグ・シックス各社は「より安全なシガレ
ットの発売」などの戦略展開を実施し，また州規制の強化や，財政・国際
収支・国民雇用への貢献度を強調して反喫煙勢力の運動を相殺し続けてき
た。シガレット産業が今後とも，「営利性」と「正当性」を保持した上級
の市民権を享受できるか否かがこれからの課題となろう。
　6.以上を総括する意味で，図表28は，各シガレット産業の1970年代に
おける各部門別の売上高と純利益構成比の推移を対比して示したものであ
る。（但し,B&W社はBAT. Industries社の子会社なので年次報告を公表する
必要はなく，従って，他社について示してあるような売上高と純利益の部門別構成
比については公表された数字がない。）
　多角化による会社リスクの分散と成長機会の拡大によって，1975年まで
に，Ｌ＆Ｍ社は売上高と純利益の50％以下をタバコ事業から引出して最も
成功し，ＡＢ社は売上高の65%,純利益の70％をタバコに依存して第２位，
ＲＪＲ社が売上高の68%,純利益の74％で続いた。 ＰＭ社は国内と海外の
シガレット拡大で成功し，４社の中で最もタバコに依存し，売上高の76%,
純利益の91％を国内・国外のタバコに依存し続けた。なお, Loews社
（1969年にＬ社を買収）が1974年に大保険会社ＣＮＡ金融会社を買収した後
は，Ｌ社の主要産品であったシガレットはＬｏｅｗs社の有価証券目録の中
でずっと小さくなった。かくして，シガレット事業の成功・失敗が多角化
戦略の展開に影響したと言える。
　海外進出について付言すれば，1975年までに，ＡＢ社のタバコ売上と純
利益の60％以上が海外によるものであり，ＰＭ社はタバコ売上の青,純利
益の士が海外, RJR社はタバコ売上の士は海外によったが，海外から
の純利益は僅か５％のみであった。Ｌ＆Ｍ社は，タバコの海外持分の殆ど
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図表28　シガレット会社の部門別粗収入・純利益の構成比(1969一79年）
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を処分した。多角化の場合と同様，シガレット事業での成果が各社の海外
戦略をも左右したと結論づけることができるであろう66)。
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